
秋号

●● 専門家派遣制度

●●「さんしんビッグアドバンス」

●●「よい仕事おこしネットワーク」

●● ～コロナ対策に利用できる補助金～「生産性革命推進事業」

●● 2021年度の固定資産税・都市計画税の減免について

●● コロナウイルスに対する取り組みをしている企業のご紹介
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　「ＩＴを活用して、販路拡大を実現したい」「補助金を活用し、ＩＴツールの導入に繋げたい」「新しく事業を始めたい
けど、何から手をつけていいかわからない」「海外との取引を開始したいけどノウハウがない」そんなときは、ひとりで悩
まず、無料の専門家相談を活用してみましょう。
　中小企業の経営に関わる各分野の専門家が、課題解決の第一歩に向けたお手伝いをします。

【ミラサポ専門家派遣】
　ミラサポは、中小企業・小規模事業者の未来をサポートする国の事業です。
　税理士・公認会計士・弁護士・中小企業診断士等、豊富な経営支援の実績があり、支援機関（金融機関、商工
会議所等）の推薦を受けた全国の専門家が事業所にお伺いし、みなさまのお悩みに対応する制度となっています。
販路開拓・集客アップ・ ＩＴ活用など、事業の課題を整理し、解決に向けたサポートが受けられます。
　派遣による相談は令和３年２月末までの間に原則３回（ＩＴ活用に関する課題は年５回まで）無料で受けることが
可能です。（ただし予算の消化状況によっては、期限前に終了する場合があります。)

【よろず支援拠点】
　よろず支援拠点は国が全国に設置した経営相談所で、各県に1ヶ所
ずつ設置されています。静岡県では平成 26年6月に設置され県全域
を対象に活動しており、中小企業・小規模事業者の皆様のあらゆる経
営上の悩み解消に対応しています。
　各分野の専門家が経営上の様 な々相談（販路拡大、IT活用、生産
性向上、創業支援等）に対応し、１枠１時間で何度でも無料で相談が
可能です。各地の商工会議所および当庫サポートセンター夢（三島市
新谷）にて、各会場で月２回程度で相談会を開催しています。

2020年秋号は、「ウィズコロナ」をテーマに、新型コロナウイルスの影響を受けた皆様に支援施策と、新たな環境に
対応すべく第一歩を踏み出した企業の取組みを紹介します。

よろず支援相談の様子

「ウィズコロナ」を生きる

ミラサポ専門家派遣、よろず支援拠点のご利用については最寄りの本支店または地域未来創造課
までお気軽にご相談ください。

専門家派遣制度
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金融機関の枠を越えて「さんしんビッグアドバンス」で中小企業を応援します

① マッチング マッチングのご依頼は24時間いつでも可能
ビッグアドバンスのウェブサイトからいつでもニーズを検索でき、商談依頼をかけ
ることができます。
全国の加盟金融機関と連携し、幅広いマッチングニーズにお応えします。

② 福利厚生サービス 従業員への福利厚生サービスをご提供
従業員アカウントを発行でき、従業員のみなさまは全国のビッグアドバンス参
加企業がクーポンを提供する福利厚生サービス「FUKURI」を利用できます。

③ 会社ホームページ ビッグアドバンス内で指定の項目を入力するだけで手軽に会社ホームページを
オープンできます。
スマホやタブレットでの表示への最適化やSEO対策（Google 等での検索ラ
ンキング対策）、セキュリティ対策も実施していますので、個別にサービスを申
し込む必要はありません。

④ 士業相談 弁護士、行政書士、司法書士、社会保険労務士、弁理士、公認会計士、
税理士、中小企業診断士が1,500 名以上待機中。
経営課題解決のプロ集団が御社の経営をバックアップします。
ビッグアドバンス内からいつでも依頼ができ、依頼をお受けしてから最短 30分
で具体的な見積を提示。経営課題をスピーディに解決します。

⑤ チャット ビッグアドバンスはお客様と金融機関をつなぐコミュニケーションプラットフォー
ムでもあります。
普段使い慣れているメッセージングサービスのような感覚で金融機関の担当者
とコミュニケーションができるようになります。
また、従業員同士でグループチャットも可能です。

⑥ 安否確認システム 災害時等、BigAdvance 上で従業員の安否確認が行える機能です。
従業員アカウントで怪我の有無や出社の可否報告ができ、報告内容をオー
ナーアカウントで確認できます。

⑦ 情報取得 補助金助成金、セミナー申し込み、経営情報コラム等

「さんしんビッグアドバンス」への登録は、
https://www.sanshin-ba.jp/　からご登録いただけます。

 全国2万社以上の企業が登録 

　全国の金融機関が連携した地域の中小企業の成長を支援するプラットフォームであり、現在21,000社余りが
登録されています。金融機関の枠を越えた全国規模のビジネスマッチングから会社ホームページ作成、従業員向
けの福利厚生サービスまで、幅広いサービスを提供します。
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広域取引の拡大を「よい仕事おこしネットワーク」でお手伝いします

「よい仕事おこしネットワーク」への登録は、
https://www.yoishigotonet.comからご登録いただけます。

①●マッチング 全国の信用金庫取引先が対象となり、全国に取引を拡大する機会が得られます。
マッチングはフリーワード検索で候補先を探し商談申し込みをすることができます。
また、自社の「売りたい・受注したい」や「仕入れたい・発注したい」という●ニー
ズを案件登録し、ネットワーク内で公開することができます。●
令和 2年 9月現在、1,800 件余りの案件が公開されています。

② バイヤー紹介 普段面談する機会が少なく、展示会等でしかアプローチできないバイヤーに対して
常時提案することができます。令和 2年 9月現在、17先へのアプローチが可能
です。

③ 特産品紹介 企業のノベルティ等での購入・販売が可能で、ノベルティ等の受発注ができます。
（出品者はシステム利用手数料として税抜販売額の3％がかかります）

④ お取り寄せガイド 一般消費者向けに自社商品を紹介するサイトです。お買い物カゴ機能は無いもの
の、自社通販サイト等に誘導することができます。

 信用金庫のネットワークによる商談サイト 

　新型コロナウイルスの影響により、展示会・商談会が相次いで中止になる中、販路拡大の機会が減少してい
ます。三島信用金庫では、地域を超えたビジネスマッチングの機会を非対面チャネルにより提供しています。

　「よい仕事おこしネットワーク」は、全国の信用金庫をつなぎ“毎日が商談会”をテーマとして昨年6月に立ち上げ
たビジネスマッチングサイトです。一部を除き無料で活用でき、以下の4つの機能が利用できます。令和2年9月
現在3,800社余りの企業が登録しています。

　本年7月、羽田空港に隣接する大規模複合
施設「羽田イノベーションシティ（HICity）」内に

「よい仕事おこしプラザ」が開設されました。

　「よい仕事おこしプラザ」は、地域を超え、つ
ながりを創出するための施設です。「よい仕事お
こしネットワーク」参加者（信用金庫、連携協定
先、企業登録先等）が、首都圏でのマッチング・
新たな出会いの場として各種商談会、相談業
務、観光 PR、企業セミナー、飲食店の感染対
策相談に至るまで様 に々ご活用いただけます。

　ご利用方法は最寄りの本支店または地域未来創造課へお問い合わせください。
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～コロナ対策に利用できる補助金～「生産性革命推進事業」

　生産性革命推進事業は、中小企業が利用できる代表的な3つの補助金「持続化補助金」「ものづくり補助
金」「IT導入補助金」を行う事業です。
　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少は避けられない現実であり、中小企業の人手不足を解消していくた
めには、現在の人手で生産性を上げていかなければなりません。日本の雇用の7割は中小企業に支えられて
おり、中小企業の生産性向上が地域経済にとって必要であることから設けられた事業が生産性革命推進事
業です。
　コロナの影響を受け、より一層生産性の向上は事業者にとって重要な課題となっています。5月の緊急事態
宣言解除後もV字回復することはなく、現在も様々な制限が続いており「7割経済」で収益を上げていくために
も、生産性向上は取り組まなければいけなくなっています。

生産性＝付加価値（粗利益）／投入資源（コスト）
生産性とは、投入資源に対して、どれだけの付加価値が得られたかを示すものです。
生産性向上には付加価値を上げることが必要です。コスト削減によっても生産性は向上しますが、
売上の減少となるリスクもあり注意が必要です。

　生産性革命推進事業は通年で公募が行われます。また、今年度含め3年間行われることとなっており、事
業者のタイミングで申請することが出来ます。コロナ禍だからこそ補助事業を活用し、生産性向上に取り組まれ
てはいかがでしょうか。

関心のある方は本支店または元気創造部地域未来創造課へお問い合わせ下さい。

（出典：中小企業生産性革命推進事業パンフレット）
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　新型コロナウイルス感染症の影響で事業収入が前年同期比30％以上減少した中小企業者・小規模事業者
は、2021年度の固定資産税・都市計画税の全額または1 ／ 2を減免することができます。

事業用家屋及び設備等の償却資産に対する固定資産税（通常、取得額または評価額の1.4％）
事業用家屋に対する都市計画税（通常、評価額の0.3％）

・常時使用する従業員の数が1,000人以下の個人
・資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人
・資本又は出資を有しない法人のうち従業員数が1,000人以下の法人
・大企業の子会社等は対象外

減免対象となる税

中小企業者・小規模事業者の定義

＜事業収入減少の確認要件と減免率＞

事業収入が減少した事業者は2021 年度の固定資産税・都市計画税が減免されます

減免を受けるための手続きについて

　各市町ホームページに掲載予定の様式に必要事項をご記入いただき、必要書類を添付して「認定経営革新
等支援機関（以下、認定支援機関）」となっている金融機関や税理士に提出します。
　提出を受けた認定支援機関は記載事項と添付資料を確認し、申請書類に確認印を押印して事業者様にお返
しします。事業者様が申請書類一式を2021年1月31日までに市町へ提出することで手続きが完了となります。
三島信用金庫も認定支援機関となっていますので、お気軽にお問い合わせ下さい。

（参考）中小企業庁ホームページ　https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/ 2 0 2 0/ 2 0 0 5 0 1zeisei.html

2020 年 2月～10月までの任意の連続する
3か月間の事業収入の対前年同期比減少率

減免率

50％以上 全額

30％以上 50％未満 1/2
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　平電機株式会社は昭和49年に電気接点の製造メーカーとして設立。10年前医療機
器分野へ参入し、手術道具やインプラントの製造を開始しました。
　社長の平氏は医療の専門知識を身に着ける為入学した医科大学大学院を今年3月に
卒業し、博士号を取得しております。

　コロナ禍で、「大学院の同級生から感染防止用医療物資が困窮しているとの相談を受
け、何か手助けがしたい」と、医学の知識を基にいち早くフェイスガードを作成、医療機関
や教育機関などに寄付をしました。

　また、熱中症対策として、マスク用小型扇風
機「マスクール」を開発しました。5月に気温が高かった日、夏に向かって
引き続きマスク着用が求められると熱がこもって不快だろうと推測したことが
取組のきっかけです。試行錯誤を重ね完成した製品は、マグネットでマス
クに装着でき、湿気もとれる優れものです。
　他に足踏み式アルコールスタンドや飛沫防止パーテーションなど、withコ
ロナでの暮らしに役立つ製品を製造販売しています。
　現在、秋冬に向けてスポーツに対応できる製品を開発中。学んだ医
学の知識を活かし、ものづくり企業としてコロナ感染防止に取り組んでい
ます。

　古屋旅館は、1806年に創業。熱海で最も歴史のある老
舗旅館です。
　各事業所も様 な々新型コロナウイルス感染対策をとってい
るかと思いますが、古屋旅館では感染対策として、独自の
衛生システムを導入しております。
　7月から大浴場やフロントなど4カ所の混雑状況を人口知
能（AI）で判断できるAIセンサー“混まないさん”を設置しま
した。スマートフォンでQRコードを読み取り、客室から各所
の混雑状況が把握できるシステムです。脱衣所やチェック
アウト時の密を避けることができるため、チェックインのご案
内時点での反応も良く、旅行

後のレビューも満足度の高いものが確認されています。

　更に、新型コロナウイルスに有効な空間除菌消臭装置である「エアロピュア」も導入
し、空気をきれいにしながら密を避け快適な旅行を満喫してもらえる環境を整えています。
　コロナ禍においても、形は違えど旅行の需要はあります。観光客誘致に向けて常にお
客様目線で何がベストか考え、熱海全体の活性化に取組んでいます。
　コロナ収束後も、お客様は衛生面を重視することは間違いありません。同旅館では“コ
ロナ感染対策日本一の旅館”を目指して、今後も衛生面を重視・改善していきます。

熱中症対策「マスク用小型扇風機」を開発

AIで混雑状況をスマホに通知「混まないさん」設置

平電機株式会社

古屋旅館

コロナウイルスに対する取り組みをしている企業のご紹介
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　2019年7月、伊東市・伊豆高原地域のペンションや観光施
設、体験施設、ジオガイドが、地域観光の窓口を一本化し教育
旅行の誘致や関係者同士の連携により伊豆高原エリアの活性
化を図るために観光事業団体・伊豆高原オフィスを設立、現
在約120施設が加盟しています。

　今回、伊豆高原の魅力を発信する為、有志団体・城ケ崎
活性化委員会と都内旅行会社と連携してＺＯＯＭを使ったオン
ラインツアーを開催しました。
　事前に地元の食材を郵送し、オンラインを通し一緒に調理す
る企画です。当日は、地元料理人によるサザエの炊き込みご
飯や蒸しサザエの調理、伊豆市筏場のワサビ農家によるワサビのおろし方の実演など伊豆を凝縮したツアーとなり、
参加者からも予想以上の反響を得ました。

　また、新たな取組みとして『伊東ワーケーション研究会』を設立
しました。伊東は都内から1時間３０分で移動が可能であり宿泊
施設も多くポンテンシャルが非常に高いエリアです。今後、需要の
高まりが見込まれるワーケーションのワンストップ窓口の機能をＩＫＯ
として担っていきたいと考えています。
　コロナ前に戻ることは難しいですが、新たなニーズも生まれてお
り、関係者同士の連携を深め取り込みが出来るようにチャレンジし
ていきたいと思います。

　昭和４５年に先代が、地元下田にて佐藤税理士事務所を開
業しました。正確でミスがなく、相談しやすい会計事務所を目標に
中小企業の「応援団」として地域のお客様の応援をしています。
　今回、職員が安心して働くことができる職場環境を整えるた
め、在宅勤務制度を導入しました。
　在宅勤務で使用するリモートワークシステムは、インターネット
環境があれば、専用ＵＳＢメモリーを自宅のパソコンに挿すだけ
で事務所の自分のパソコンをリモート操作できるシステムです。
コロナ前より導入していたことから、４月以降直ぐに在宅勤務を
スタートさせることができました。

　在宅勤務の体制は、職員１０名を２班に分け、各班１～２名を交代で在宅勤務にして事務所内の密の抑制を図り
ました。また「コロナ手当」を支給して、在宅勤務で必要となるパソコンモ
ニターやシュレッターといった備品購入の負担にも配慮しました。
　職員からは「事務所と同じ環境で仕事ができる」「持病があり通勤に大
きな不安があったが安心して仕事を続けることが出来る」と非常に好評を
得ております。

　在宅勤務制度は、親の介護や育児などで仕事を続けることが難しい職
員も働き続けることができる仕組みであり、優秀な職員に働き続けてもらうた
め、コロナ終息後も継続したいと思います。

職員の安心・安全のため在宅勤務制度を導入 佐藤雅英税理士事務所

「伊豆・城ケ崎満喫オンラインツアー」を開催 観光事業団体・伊豆高原観光オフィス（ＩＫＯ）
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　沼津市御幸町に事務所を構える旅行代理店有限会社タ
ビーナ静岡は２００１年に設立しました。

　地元観光業に密接に関与する業種として新型コロナウィ
ルスの影響を大きく受けている企業のひとつです。同社代
表望月氏は旅行代理店の立場として今、何ができるか模索
した際、「新たな生活様式に沿ったスタイルに準じた観光ビ
ジネスの再建を目指していくこと、そのためには地域で協力
し統一した対策を取り、安心して観光客が訪れることのでき
る旅行環境をこの地域にデザインしていくことが必要」と発
案。自身が所属するＮＰＯ法人沼津観光協会内に「空間環
境向上委員会」を設立しました。プロジェクトのキーワードは

「ニューノーマル（新たな常識）、責任ある観光」です。

　会員事業者向けの感染予防に関するガイドライン、マニュアルを各業態のプロの意見を参考に作成しました。
会員事業者の沼津グランドホテルでは望月氏と共に感染防止マニュアルに沿った取組を実施し、マニュアルを基
に感染予防対策を取り組んだ結果、お客様から「感染対策が素晴らしく、安心して泊まれる」等の感想を得まし

た。取組みに賛同する活動の輪は広がっており飲食店等を広域展開する雄
大グループも各店舗業態に応じた感染予防対策に取り組んでいます。
　今後はこの取組みの輪を広げる為、沼津市のみでなく近隣地域との連携
も強化していき、まずは静岡東部地域の観光需要復興に向け選ばれる地域
を目指し活動していきます。

　沼津市の感染防止対策制度のシンボルマークは望月氏がデザイン、魔よ
け厄除け、勝利の意味があり、オリンピックの王冠にも使われている月桂樹を
モチーフにしており、コロナにも打ち勝つという思いが込められています。

　振り込め詐欺・特殊詐欺等の被害からお客さまの大切なご
預金をお守りするため、近時の手口を紹介し、「キャッシュカード
を絶対に渡さない、暗証番号を教えない」という注意喚起を行
っております。

　これからも引き続き、「地域のベストパートナー」として、特殊詐欺等の金融犯罪からお客さまの大切なご預金
をお守りするための取り組みをしていきます。

「感染予防に関するガイドライン、マニュアル」を作成 有限会社タビーナ静岡

『振り込め詐欺』にご注意ください

近時の手口

金融機関職員や警察官、市役所職員等を名乗り、
言葉巧みにキャッシュカードをだまし取り、不正に預金
を引き出すという手口

キャッシュカードにハサミで「切り込み」を入れ、使え
なくなったように見せかけて、カードをだまし取る手口
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